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（４）雇用保険被保険者資格喪失届の申請書

情報確認（離職者操作） 

 

［申請書入力］画面を下にスクロールすると、雇用保険被保険

者資格喪失届の申請書が表示されます。申請情報の確認を

行います。 
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 （５）雇用保険被保険者離職証明書の申請書

情報確認（離職者操作） 

 

雇用保険被保険者離職証明書の申請書に切り替え、申請情

報の確認を行います。 

 

   支払賃金額、離職理由について 

必ず「（１２）賃金額」欄、「（７）離職理由欄」欄の内

容を確認し、署名操作を行ってください。 
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（６）申請データ保存（離職者操作） 

 

確認を行った申請データを保存します。 

 

 

 

1.    ＜入力したデータを次の人に渡す場合＞リンクをク

リックします。 

 

操作 
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 （７）電子署名（離職者操作） 

 

［署名対象指定］画面が表示されます。雇用保険被保険者資

格喪失届については離職者の電子署名は必要ありません。

雇用保険被保険者離職証明書のみ電子署名を行います。 

 

 

1.    「雇用保険被保険者資格喪失届」チェックボックスを

外す。 

2.    【設定】ボタンをクリックします。 

3. 証明書の選択ダイアログが表示されるので、証明書を選

択し   【OK】ボタンをクリックします。 

 

   離職者本人の電子署名の意味に

ついて 

この操作は、離職証明書の右側の一番下欄の

「（１６）離職者本人の判断」欄の「事業主が記入し

た離職理由」についての離職者本人の『確認』と、

その『記名押印又は署名』の行為そのものです。 

離職者が電子署名を付加する場合には、必ず、

「離職証明書」の「左側」（（１２）賃金額の欄）だけ

でなく、「右側」の「（７）離職理由欄」の内容を確認

し、署名の付加操作を行ってください。 

 

操作 
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（８）保存先の選択（離職者操作） 

 

[申請データ保存]画面が表示されます。任意の保存先を選択

し、申請データを保存してください。 

 

 

1.   【変更】ボタンをクリックします。 

2. フォルダーの参照ダイアログが表示されるので、任意の

保存先を選択し、  【OK】ボタンをクリックします。 

3.   ファイル名欄に任意のファイル名を入力します。 

4.   【保存】ボタンをクリックします。 

 

 

 

操作 
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 （９）保存完了（離職者操作） 

 

[申請データ保存完了]画面が表示されます。 

以上で雇用保険被保険者資格喪失届と離職証明書の署名追

加は完了となります。 

 

署名追加を行った申請データを申請者に送付します。引き続

き手順（１０）にお進みください。 

 

 

 

1.    【マイページトップへ】ボタンをクリックします。 

 

操作 

操作 
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 （１０）申請データの送付（離職者操作）と受領

（申請者操作） 

 

離職者は 3.2 の手順（８）、（９）でお使いのパソコン等に保存し

た申請データを申請者にメール等にて送付します。 

申請者は申請データを受領後、3.3「申請者による申請データ

の確認」にお進みください。 

 

   フォルダ名について 

申請データは電子署名を追加する方が分かり

易いように、フォルダ名の変更を行うか、3.2 の

手順（８）で保存する際に分かり易い名前で保

存してください。 

 

   申請データの送付について 

申請データを、電子署名を追加する方にメール

や、電子媒体にコピーし郵送する等にて送付し

ます。 
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3.3 申請者による申請データの確認 

 

 

（１）メニューの選択（申請者操作） 

 

事業主もしくは離職者から受領した申請書情報を確認しま

す。 

 

 

1. ［e-Gov 電子申請マイページ］から   【作成済みの申

請書を読込】ボタンをクリックします。 

 

 

   [e-Gov 電子申請マイページ]の表示方法 

[e-Gov 電子申請マイページ]の表示方法につ

いては、本書の 1.2「雇用保険被保険者資格喪

失届（離職票交付あり）の手続情報検索」を参

照してください。 

 

操作 

●●●● 
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（２）申請データの読込（申請者操作） 

 

[申請データ読込]画面が表示されます。事業主もしくは離職

者から受領した申請データを読み込みます。 

 

 

1.    【参照】ボタンをクリックします。 

2. ファイル指定ダイアログが表示されるので、受領した申請

データを選択し、   【開く】ボタンをクリックします。 

3.    【署名を追加する場合】チェックボックスをクリックし

ます。 

4. 「ファイル名」欄に、受領した申請データのファイルが指

定されていることを確認し、   【読込】ボタンをクリックし

ます。 

操作 

●●●● 
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（３）雇用保険被保険者資格喪失届の申請書

情報確認（申請者操作） 

 

［申請書入力］画面を下にスクロールすると、雇用保険被保険

者資格喪失届の申請書が表示されます。申請情報の確認を

行います。 
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 （４）雇用保険被保険者離職証明書の申請書

情報確認（申請者操作） 

 

雇用保険被保険者離職証明書の様式に切り替え、申請情報

の確認を行います。 
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 （５）確認完了（申請者操作） 

 

申請データの内容を確認し、申請書の提出をします。 

申請書提出の手順については、2.2「申請」を参照してくださ

い。 
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付録 1 電子署名の省略 

 

申請者（事業主）が雇用保険被保険者資格喪失届（離職票交付あり）の手続を電子申請により行う場合は、「雇用保険被保険者資格喪失届」「雇用保

険被保険者離職証明書」に電子署名の付与が必要です。 

ただし、社会保険労務士が本届書の提出に関する手続を事業主に代わって行う場合は、当該社会保険労務士が当該事業主の提出代行者であるこ

とを証明することができるものの添付がある場合に事業主の電子署名の省略が可能です。 

また、離職証明書に必要な被保険者の電子署名については、被保険者が離職証明書の内容について確認したことを証明することができるもの（確認

書）を本離職証明書の提出と併せて送信することをもって、当該被保険者の電子署名に代えることができます（その場合、離職証明書の⑮欄及び⑯欄

の記載は不要です。）。 

■「雇用保険被保険者資格喪失届」に必要な電子署名 

・事業主の電子署名 

（社会保険労務士が事務代理又は、提出代行を行った場合で、提出代行者であることを証明することができるものの添付がある場合には省略可能） 

・社会保険労務士の電子署名 

（社会保険労務士が事務代理又は、提出代行等を行った場合のみ） 

■「雇用保険被保険者離職証明書」に必要な電子署名 

・事業主の電子署名 

（社会保険労務士が事務代理又は、提出代行を行った場合で、提出代行者であることを証明することができるものの添付がある場合には省略可能） 

・被保険者の電子署名 

（被保険者が離職証明書の内容を確認したことを証明することができるものの添付がある場合には省略可能） 

・社会保険労務士の電子署名 

（社会保険労務士が事務代理又は、提出代行等を行った場合のみ） 

■提出代行者であることを証明することができるもの、被保険者が離職証明書の内容を確認したことを証明することができるものの参考様式について

は、下記の URLでダウンロードが可能です。 

https://www.mhlw.go.jp/content/000745158.doc 

   確認書の提出方法  

申請者は、「雇用保険被保険者離職証明書」各欄の記載が事実と相違ないことを、被保険者が確認したことを証明できるものを提出する際に、スキャナ取込み

により添付ファイルとして届出書と共に送信するか、現物又はコピーを郵送してください。 

https://www.mhlw.go.jp/content/000745158.doc
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付録 2 添付書類の省略 

 

雇用保険被保険者資格喪失届（離職票交付あり）の手続については、以下のすべての要件を満たす場合、公共職業安定所（社会保険労務士及び労

働保険事務組合の場合は都道府県労働局）に申出を行い承認を受けることで、離職証明書の⑦欄を除く⑧欄から⑫欄の各欄に係る添付書類を省略す

ることが可能です。詳しくは、事業所を管轄する公共職業安定所にお尋ねください。 

なお、照合省略が認められた場合であっても、事後に行う一定数のサンプリング調査にご協力いただくことがあります。 

また、照合省略を認めるに不適切な行為があった等の場合は、いったん認められた添付書類の省略が認められなくなることがあります。 

 

（事業主） 

イ 過去１年にわたる取扱実績からみて、被保険者に関する適正な事務処理が行われており、届書の記載内容に信頼性が高いと認められるものであること。 

ロ 雇用保険の事務処理遂行に係る組織・体制が構築されていること。 

ハ 過去３年間にわたり、雇用保険関係の事務手続の処理に起因する不正受給等がなかったこと。 

ニ 故意又は重大な過失により、雇用保険法その他労働関係法令に係る著しい違反を犯した事例がないこと。 

ホ 労働基準法に定める労働者名簿、出勤簿、賃金台帳等を完備していること。 

ヘ 申出事業主に係る事業所において成立する保険関係に基づく前々年度より前の年度に係る労働保険料を滞納していないこと。 

ト 公共職業安定所の助言・指導等に適切に対応していること。 

チ 公共職業安定所が行う事後のサンプリング調査に協力し、求められた確認書類を遅滞なく提出すること。 

（社会保険労務士） 

イ 社会保険労務士会の会員であり、かつ、被保険者に関する適正な事務処理が行われており、届書の記載内容に信頼性が高いと認められるものであること。 

ロ 申出社会保険労務士の所属する事業所において保険関係が成立している場合は、当該保険関係に基づく前々年度より前の年度に係る労働保険料を滞納して

いないこと。 

ハ これまでに事務処理に起因する不正受給等がないこと。 

ニ 故意又は重大な過失により、雇用保険法その他労働関係法令に係る著しい違反を犯した事例がないこと。 

ホ その他公共職業安定所が実施する研修会等に積極的に協力する等、雇用保険制度の円滑な実施に寄与するものであること。 

ヘ 公共職業安定所の助言・指導等に適切に対応していること。 

ト 公共職業安定所が行う事後のサンプリング調査に協力し、求められた確認書類を遅滞なく提出すること。 
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（労働保険事務組合） 

イ 過去１年にわたる取扱実績からみて、被保険者に関する適正な事務処理が行われており、届書の記載内容に信頼性が高いと認められるものであること。 

ロ 委託を受けている事業所数が常時１０程度以上であること。 

ハ これまでに事務処理に起因する不正受給等がないこと。 

ニ 故意又は重大な過失により、雇用保険法その他労働関係法令に係る著しい違反を犯した事例がないこと。 

ホ その他公共職業安定所が実施する研修会等に積極的に協力する等、雇用保険制度の円滑な実施に寄与するものであること。 

ヘ 公共職業安定所の助言・指導等に適切に対応していること。 

ト 公共職業安定所が行う事後のサンプリング調査に協力し、求められた確認書類を遅滞なく提出すること。 


